
 

平成16年７月21日

農林水産省生  産  局

消費・安全局 

第17回農業生産資材問題検討会の概要について  

 下記のとおり、第17回農業生産資材問題検討会が開催されました。 

記 

１ 日時  平成16年７月16日（金） 14:00～16：30 

 

２ 場所  東京都千代田区霞が関１－２－１ 

      農林水産省本館４階第２特別会議室 

 

３ 出席者 

  委員等：別紙１のとおり 

  事務局：染大臣官房審議官、小栗農産振興課長、細田農産安全管理課長、横田技術

対策室長ほか 

 

４ 配付資料（公開資料）：別紙２のとおり 

 

 注：配付資料（公開資料）につきましては、農水省ＨＰに掲載しており、また閲覧用

として報道室に置いてあります。 

 

５ 議事概要 

（１）農業生産資材費を巡る情勢と低減に向けた取組、行動計画の取組状況と評価及び

行動計画の見直しに関する基本的考え方について 

 これらの議題に関し、委員から出された主な意見の概要は以下のとおり。 

 

 ① 資材共通 

 

  ・ これまでの行動計画に基づく取組により資材費低減の成果が出てきており、一

定の評価ができる。 

 

  ・ 生産現場では品質の向上や安全・安心への取組が拡大しており、農業資材費低

減のための取組を進める一方で、これらのニーズへの対応も必要。 

 

  ・ 農政全体の動きを踏まえ、担い手の資材費低減に資する取組を重点的に進める

べき。 

 

  ・ 資材費低減のための取組の推進に当たっては、今後、資材需要量の減少が見込

まれる中にあって、資材価格の低下に特化するのではなく、資材を供給するメ

ーカーの経営についても考慮することが必要。 



 

  ・ 行動計画には実現できる取組を書き込むべきであり、検討会としての考え方に

ついても、このような観点からまとめていくべき。 

 

 

  ・ インターネットを用いた農業生産資材情報の提供について、これまでは、メー

カー等からの一方的な情報提供が多いが、今後は、農業者等から意見を吸い上

げる場となるようにしていくべき。 

 

  ・ 情報化が一層進展しており、これを踏まえた物流合理化への取組が必要。 

 

 ② 肥料関係 

 

  ・ 化学肥料の価格低減対策は、ほぼ出尽くした感がある。今後は、農作物の高品

質化に寄与する肥料の開発が必要。 

 

 ③ 農薬関係 

 

  ・ 農業薬剤費のさらなる低減のためには、予防的な防除ではなく、病害虫発生時

の防除をどうしていくのかという観点が重要。 

 

 ④ 農業機械関係 

 

  ・ 農業者は、近年、農機具費の低減を図るため、農業機械を長期使用する傾向が

あり、これに対応した部品の確保・供給が必要。 

 

  ・ 今後、農家数の減少に伴う需要の縮小により国内生産台数が減少し、農業機械

の価格が上昇する可能性がある。今後の取組に当たってはこの点についても留

意すべき。 

 

  ・ 農業機械の国内生産台数の減少に対しては、輸出が一つの対応策。ＯＥＭも、

生産台数が減少する中で、価格上昇の抑制に寄与。 

 

  ・ 中古農機情報をインターネットで提供しているが、中古農機の程度の差等があ

るため現物を見て判断してもらう必要があり、インターネット情報だけでの取

引は進みづらい状況。 

 

  ・ 農業者自らが、経営を成り立たせるために農業機械の選択を考えることが必

要。 

 

（４）その他（本検討会の今後の進め方） 

   事務局から以下の提案がなされ、案のとおり了承された。 

 

  ・ 行動計画に関する本検討会としての考え方のとりまとめに向けて、各委員にお

いて７月末頃までに事務局に対して意見を提出し、事務局において委員から提

出された意見を踏まえて素案を作成すること。 

 

  ・ 次回の検討会において、事務局が作成した素案について検討すること。 

  



 【 問い合わせ先 】 

  生産局農産振興課 技術対策室長  横田（内線３５４４）

     課長補佐（機械化指導班） 嶋崎（内線３５５６）

   TEL：０３－３５９１－４９５８（直通） 

  消費・安全局農産安全管理課 

     課長補佐（肥料検査指導班）藤井（内線３１１２）

     課長補佐（農薬指導班）  田雑（内線３１４５）

   TEL：０３－３５９１－６５８５（直通） 

  〒１００－８９５０ 東京都千代田区霞が関１－２－１ 

   TEL：０３－３５０２－８１１１（代表） 







別紙２

組農業生産資材費を巡る情勢と低減に向けた取

平成１６年７月

生 産 局 農 産 振 興 課

消費・安全局農産安全管理課



- 1 -

◆ 米の生産費でみると、生産資材費（肥料、農薬、農業機械の主

） 、 。要３資材 の生産コストに占める割合は 近年約３分の１で推移

種類別では、肥料６％､農薬６％､農業機械２１％

◆ 生産資材費の実数は、１０年から１４年にかけて低減傾向で推

移。大規模層の生産資材費は販売農家平均の約８割と小さい

○ 米生産費における生産資材費の動向

）（ 、単位：円／10ａ ％

販売農家平均 ５～１０ｈａ層農家

Ｂ/Ａ平成10年産 14 Ａ 10 14 Ｂ10→14 10→14

増減率 増減率（） （） （） （）内 は 構 成 比 内 は 構 成 比 内 は 構 成 比 内 は 構 成 比

肥 料 費 94.78,297 ( 6 ) 7,705 ( 6 ) 7.1 8,228 ( 8) 7,294 ( 8 ) 11.4▲ ▲

農 薬 費 90.77,680 ( 6 ) 7,263 ( 6 ) 5.4 6,690 ( 7) 6,586 ( 7 ) 1.6▲ ▲

農業機械費 71.828,754 (21) 26,707 (21) 7.1 20,847 (21) 19,168 (21) 8.1▲ ▲

３資材小計 79.344,731 (32) 41,675 (33) 6.8 35,765 (36) 33,048 (36) 7.6▲ ▲

物財費 72.5そ の 他 36,333 (26) 36,275 (29) 0.2 27,661 (27) 26,305 (29) 4.9▲ ▲

物 財 費 計 76.181,064 (59) 77,950 (62) 3.8 63,426 (63) 59,353 (65) 6.4▲ ▲

労 働 費 66.256,986 (41) 48,205 (38) 15.4 37,208 (37) 31,896 (35) 14.3▲ ▲

費 用 合 計 72.3138,050(100) 126,155(100) 8.6 100,634(100) 91,249(100) 9.3▲ ▲

資料： 農林水産省「米生産費」

注 ： その他物財費には、種苗費、土地改良及び水利費、物件税及び公課諸負担、建物

費、生産管理費等が含まれる。
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２ 生産資材の種類別にみた価格の動向

◆ 農業物価統計によると、平成１２年を１００とした平成１５年（概算）

の価格指数は、肥料１００．４、農薬９７．６、農業機械９８．１

◆ 種類別の推移は、

・肥料は、平成１３肥料年度のメーカー出荷価格が引き上げられたこ

と等により１４年は上昇したが、１５年は横ばい

・農薬は、最近は低下傾向（全農供給価格は、１１年連続引き下げ）

・農業機械は、シンプル農機等の供給により、最近は低下傾向

○ 農業生産資材価格指数の推移
（平成12年＝100 （ ）内は対前年比、％）、

平成９年 10 11 12 13 14 15(概算)

農業生産資材総合 102.4 102.1 100.2 100.0 100.4 99.5 100.2
( 2.1) ( 0.3) ( 1.9) ( 0.2) ( 0.4) ( 0.9) ( 0.7)▲ ▲ ▲ ▲

肥 料 99.0 100.6 101.2 100.0 99.8 100.4 100.4
( 3.8) ( 1.6) 0.6) ( 1.2) ( 0.2) ( 0.6) ( 0.0)( ▲ ▲

農 業 薬 剤 100.8 100.8 100.4 100.0 99.5 98.3 97.6
( 0.6) ( 0.0) ( 0.4) ( 0.4) ( 0.5) ( 1.2) ( 0.7)▲ ▲ ▲ ▲ ▲

農 機 具 99.4 100.3 100.3 100.0 99.7 98.3 98.1
( 1.7) ( 0.9) ( 0.0) ( 0.3) ( 0.3) ( 1.4) ( 0.2)▲ ▲ ▲ ▲

飼 料 114.1 113.1 102.8 100.0 103.3 106.3 108.6
( 2.4) ( 0.9) ( 9.1) ( 2.7) ( 3.3) ( 2.9) ( 2.2)▲ ▲ ▲

光 熱 動 力 102.0 96.3 95.3 100.0 101.1 97.7 100.0
( 2.0) ( 5.6) ( 1.0) ( 4.9) ( 1.1) ( 3.4) ( 2.4)▲ ▲ ▲

軽 油 99.5 93.7 93.2 100.0 101.4 97.４ 99.9
( 3.0) ( 5.8) ( 0.5) ( 6.8) ( 1.4) ( 3.9) ( 2.6)▲ ▲ ▲

諸 材 料 101.4 101.3 100.2 100.0 100.0 97.８ 97.0
( 1.7) ( 0.1) ( 1.1) ( 0.2) ( 0.0) ( 2.2) ( 0.8)▲ ▲ ▲ ▲ ▲

農業用ﾋﾞﾆｰﾙ 99.3 100.2 100.2 100.0 99.7 98.7 98.3
( 1.8) ( 0.9) ( 0.0) ( 0.2) ( 0.3) ( 1.0) ( 0.4)▲ ▲ ▲ ▲

国内・輸出・輸入 105.1 103.6 100.1 100.0 99.1 97.2 96.0
の平均指数総平均 ( 1.5) ( 1.5) ( 3.4) ( 0.1) ( 0.9) ( 1.9) ( 1.2)▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

農 産 物 価 格 総合 106.9 114.5 106.3 100.0 99.8 97.0 104.2
( 6.1) ( 7.1) ( 7.2) ( 5.9) ( 0.2) ( 2.8) ( 7.4)▲ ▲ ▲ ▲ ▲

資料：１ 農林水産省「農業物価統計」

２ 国内・輸出・輸入の平均指数総平均 2000年基準改定前は 総合卸売物価指（ 「

数総平均 ）は、日本銀行「物価指数月報」」

注 ： 平成９年は消費税の税率が５％に改定された年である。
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○ 肥料、農薬、農業機械の全農供給価格の推移
（対前年期間比、％）

価格決定時期 価 格 改 定 内 容

平成 年 月

９． ６ ＋０.９３（高度化成肥料（15-15-15 ））

肥 １０． ６ ＋２.７０ 〃

１１. ６ ▲２.１０ 〃

料 １２. ６ ▲０.８４ 〃

１３． ７ ＋１.６３ 〃

１４． ６ ▲０.３８ 〃

１５． ６ ▲１.５３ 〃

１６． ６ ＋３.４９ 〃

９.１１ ▲０.４０（全銘柄加重平均）

農 １０.１１ ▲０.３０ 〃

１１.１１ ▲０.３０ 〃

薬 １２.１１ ▲０.３０ 〃

１３.１１ ▲１.２０ 〃

１４.１１ ▲０.６６ 〃 ＊注１

１５.１１ ▲０.４３ 〃

農 ９.１２

１０.１２

業 １１.１２

１２.１２ 据置き HELP農機の開発・販売 ＊注２

機 １３.１２

１４.１２

械 １５.１２

資料： 全国農業協同組合連合会

注１： 平成14年度以降は、市況実勢に基づく柔軟な価格決定方式に変更してお

り 品目別・地域別に価格の増減率は大きく異なる このため 全農におい、 。 、

ては本試算値について対外発表をしていない。

注２：１ 平成７年（８年度農機供給分）以降、国産の既発売機種の価格（消費

税別）は据置きとなっているが、モデルチェンジ等で新たに発売するHEL

P農機（行政ではシンプル農機と呼称）の価格は従来機種に比べ10％～20

％低い。

２ なお HELP農機の後継機種として発表された新製品については 従来の、 、

HELP農機と同等の価格である場合又は新製品の機能評価を加味した価格が

従来のHELP農機と比較して安価である場合には HELP農機として扱ってい、

る。
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３ 農業生産資材の内外価格差

農業生産資材の内外価格差については、品質、装備、流通形態◆

等の諸条件に違いがあることから単純には比較できないが、代表

的なもので米国と比較すると、肥料（硫安）１．１倍、農薬（イ

ミダクロプリド剤）１．３倍、農業機械（トラクター）１．１倍

と１～３割ほど割高

○ 肥料（硫安）小売価格の日米比較（２００３年）

日本の価格(Ａ) 米国の価格(Ｂ) 倍率（Ａ）/（Ｂ）

３４，３００円／ｔ （１．４）
(20kg袋詰、粒状品) ２４,９１９円／ｔ

２７,０９０ 円／ｔ （ばら、粒粉混合品）
(ばら,粒粉混合品ﾍﾞｰｽ １．１（ ）推計値 ）

． （’ 「 」注：１ １ドル１１５ ９３円 ０３年のインターバンク相場 スポット・レート
の中心相場期中平均。以下同じ ）で換算。
２ 日本のばら、粒粉混合品ベースの価格は、流通形態の違い（米国は大ロット
・ばら流通：日本は２０kg樹脂袋・小ロット流通であるため、包装経費を差し
引き 品質格差 米国は粒粉混合品 日本は粒状品であるため 日本は２０％）、 （ 、 、
程度割高として補正）を勘案した推計値である。

○ 農薬（イミダクロプリド剤（殺虫剤））小売価格の日米比較（２００３年）

（ ） （ ）日本の価格 （Ａ） 米国の価格（Ｂ） 倍率 Ａ ／ Ｂ

２０,１６８円／㍑ １５,９７６円／㍑ １．３
(250ml) (約22.7㍑(10ﾎﾟﾝﾄﾞ×5)）

注： １ドル１１５．９３円で換算

○ 農業機械（日本製小型トラクター）小売価格の日米比較（２００３年）

日本の販売価格 米国の販売価格 倍率（Ａ）／（Ｂ）
（農耕用 （Ａ） （芝刈用 （Ｂ）） ）

１６９万円 １５０万円 １．１

排気量：1400cc程度，出力等：20～25馬力，４駆，安全フレーム装備

注：１ １ドル１１５．９３円で換算
２ 日本製小型トラクターの使用方法は、日本では農耕作業用、米国では芝刈
・軽土木用である そのため 日本で販売されるトラクターは 油圧・防水機構。 、 、
の性能が優れていることや変速段数が多いこと等構造上の相違がある。

（参考）製造業に係る主要費目の日米価格比較

（ ） （ ）日本（Ａ） 米国（Ｂ） 倍率 Ａ ／ Ｂ

製造業賃金(円／ｈ) 2,238 1,918 1.17倍

ｶﾞｿﾘﾝ価格(内外価格差） － － 2.12倍

資料： 厚生労働省 ２００２年海外情勢報告 経済産業省 ２００２年度産業の中「 」、 「
間投入に係る内外価格調査」
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４ 農業生産資材の流通概況

◆ 農業生産資材の農家段階での農協系統のシェアは、化学肥料

９０％、農薬６０％、農業機械５５％のシェア（金額ベース）

◆ 近年、農薬については商系のシェアが増加

○ 化学肥料の流通経路
メ－カ－、輸入業者

７０％ ３０％
全 農 元 売

７０％ ５％ ２５％
全農県本部 経済連 卸

７５％ １５％ １０％
単 協 小 売
９０％ １０％

農 家
（単位：％）（参考）肥料の農家段階でのシェアの推移

昭50 昭60 平２ 平７ 平10 平11 平12 平13
農協系統 ８９ ８８ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０
商 系 １１ １２ １０ １０ １０ １０ １０ １０
注：農林水産省消費・安全局農産安全管理課による推計値

○ 農薬の流通経路
メーカー

３４％ ６０％
全 農 卸

６％
３４％
全農県本部 経済連

２０％
４０％ ４０％
単 協 小 売
６０％ ４０％

農 家
（単位：％）（参考）農薬の農家段階でのシェアの推移

昭50 昭60 平２ 平７ 平10 平11 平12 平13
農協系統 ８０ ７５ ６９ ６７ ６４ ６５ ６３ ６０
商 系 ２０ ２５ ３１ ３３ ３６ ３５ ３７ ４０
資料：農薬要覧

○ 農業機械の流通経路
メーカー・輸入業者

１９％
全 農 ２０％

６１％
（ ）１９％ 小 売 卸

全農県本部 経済連
４５％

３９％ １６％
小 売

単 協
４５％

５５％
農 家

（単位：％）（参考）農業機械の農家段階でのシェアの推移
昭50 昭60 平２ 平７ 平10 平11 平12 平13

農協系統 ５５ ５０ ５０ ５２ ５６ ５４ ５３ ５５
商 系 ４５ ５０ ５０ ４８ ４４ ４６ ４７ ４５
注：農林水産省生産局農産振興課による推計値
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５ 農業生産資材費低減の推進方策

◆ 平成１２年に、有識者からなる「農業生産資材問題検討会」

において、農業生産資材費低減に向けた取組方策について検討

◆ この検討会の報告書を踏まえて、平成１３年に、生産資材の

製造・流通団体、農業団体、都道府県において、１０年先を展

望しつつ５年後の目標を挙げた、新しい「生産資材費低減のた

めの行動計画」を策定。

◆ 各団体等は、達成状況や取組効果等について毎年度自己点検

しつつ取組を推進

○ 農業生産資材費低減のための行動計画

行動計画（平成８年策定、１３年改定）

（資材の製造、流通、利用の各段階で策定）

製造段階 流通段階 利用段階
・肥料関係９団体 ・全農 ・都道府県
・農薬工業会 ・全肥商連

・農業機械工業会 ・全農薬
・全農機商連

○ 行動計画のポイント（概要別紙）

・低価格資材の一層の普及

（輸入肥料、ＢＢ肥料、シンプル農機等の普及促進）

・生産資材供給システムの見直し

（農協系統における物流情報センター、広域配送拠点の整備等）

・農業者に対する指導と情報提供の強化

（ 、 ）資材費低減モデルＪＡの設定 インターネットによる資材情報提供の充実等

○ 行動計画の推進フロー

（１３年３～６月）関係団体、都道府県が行動計画改定

行動計画推進チェックシートにより自己点検・評価
（毎年度：５月に農林水産省へ結果を提出）

農業生産資材問題検討会の検討、助言

行動計画に沿った着実かつ効果的な取組の推進
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（別紙）

「農業生産資材費低減のための行動計画」（平成１３年改定）の概要

① 資材共通
ア 農協系統組織における農業生産資材コストの引下げ
・全国事務集中センター・物流情報センター及び県域における農家配送拠点の整

備等を通じた業務・物流コストの低減

・重点品目別価格引下げ目標を掲げた推進

により、コスト削減効果を積み上げ、最大で20％のコスト削減を目指す。

【平成１７年目標の例】

・肥料：輸入肥料（アラジン）の出荷割合 １０％
・農薬：割安な大型規格品の出荷割合 ８０％
・機械：基本性能に特化したシンプル農機の出荷割合 ５８％

イ 農業生産資材情報提供システムの充実
ホームページの新設、専門コーナーの開設、関係機関・団体等とのリンク等、

インターネット等による資材の合理的利用や製品・価格動向等に係る情報提供の

推進

ウ 資材費低減モデルの設定
・資材費低減に重点的に取り組む地域、ＪＡ・商系の設定

・地域別・作物別生産コスト低減モデル等の作成

② 肥料
ア 低廉な肥料の供給促進
輸入肥料、ＢＢ肥料の取扱拡大

（輸入肥料、ＢＢ肥料は、それぞれ対応する国産高度化成肥料に比べ２割程度

安価）

イ 施肥の合理化
施肥基準の見直し、土壌診断等に基づく適正施肥の推進、省力的な施肥技術の

確立普及

③ 農薬
ア 低廉な農薬の供給促進
軽量除草剤、大型包装品等の低コスト農薬の普及促進

（軽量除草剤の大型包装品は、従来の同等品に比べ１割程度安価）

イ 農薬の合理的利用
地域条件・気象条件に応じた精度の高い情報とする等の発生予察情報の改善及

び利用の推進、要防除水準の追加設定、病害虫モニタリング手法の技術改善等

④ 農業機械
ア 低廉な農業機械の供給促進
・シンプル農機（全農の取組はHELP農機）の供給と導入の促進

（基本性能に特化することにより１～２割程度安価）

・中古農機の流通条件整備、インターネットによる情報提供等による中古農機・

遊休農機の活用促進

イ 農業機械の適正導入、効率利用
・経営規模に応じた適正導入の推進

・共同利用組織の育成、農作業受委託、農業機械銀行、コントラクター方式、リ

ース・レンタル等の推進
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６ 行動計画の推進状況

◆ 低価格資材は、行動計画に基づく輸入資材の導入や型式の見直

し等により、一定の普及

◆ 系統組織は、生産資材供給コストの引下げに取り組み、特に担い

手対応の取組を強化

○ 低価格資材の普及動向

普及率等（％）

８年度 14年度

０ １１輸入高度化成肥料（ヨルダン等から輸入）
３３ ４１ＢＢ肥料（安価な単肥を混合した粒状配合肥料）
４１ ７０軽量除草剤（有効成分量を高めて軽量化）

大型包装農薬 大規模農家向けに包装単位を大型化 ０ ５４（ ）
２５ ５８シンプル農機（基本性能に特化した農業機械）

資料：軽量除草剤及び大型包装農薬は農薬工業会調べ その他は農林水産省生産局。
農産振興課及び消費・安全局農産安全管理課調べ。

注 ：各項目に係る普及率等は、それぞれ以下のデータを指す。
１ 輸入高度化成肥料：高度化成肥料の出荷量に占める割合
２ ＢＢ肥料：ＢＢ肥料及び高度化成肥料の生産量合計に占める割合
３ 軽量除草剤：１キロ粒剤の粒剤防除面積に占める割合
４ 大型包装農薬：北海道における１キロ粒剤４キロ包装品の１キロ粒剤普
及面積に占める割合
５ シンプル農機：シンプル農機が設定されているﾄﾗｸﾀｰ､田植機､ｺﾝﾊﾞｲﾝ
の販売台数に占める割合

（参考）低価格資材の例

（ ）低価格資材の価格 従来の資材との価格差 従来の資材の価格

肥 【輸入高度化成肥料】
（ ）料 ○アラジン:1,328円/20㎏ ▲25％ 国産高度化成肥料:1,754円/20kg

農 【大型包装農薬】
（ ）薬 ○ﾗｳﾝﾄﾞｱｯﾌﾟ5 ﾎﾞﾄﾙ:1,110円/500cc ▲28％ ﾗｳﾝﾄﾞｱｯﾌﾟ500ccﾎﾞﾄﾙ:1,543円/500ccç

農 【シンプル農機】
業 ○HELP農機
機 Ａ社２条刈自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ:251万円 ▲12％(従来機：286万円）
械 Ｂ社16ps乗用型ﾄﾗｸﾀｰ :133万円 ▲12％(従来機：150万円）
Ｃ社４条植乗用田植機 : 95万円 ▲14％(従来機：110万円)

資料：農林水産省生産局農産振興課及び消費・安全局農産安全管理課調べ。
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（参考）農協系統（全農）における生産資材費低減の取組状況

１．農家配送拠点整備による物流合理化推進

１）広域配送拠点を平成２２年度までに３００拠点整備する計画

２）１５年度は新規に３０拠点を整備（累計で８６拠点）

２．担い手対応強化の取組

輸入肥料の港湾から大口専業農家等への１０ｔ満車直送を新たに実施（１）

１）対象品目：アラジン等輸入肥料

２）対象範囲：大口専業農家及び農業生産法人

３）農家渡し価格の設定：

ＪＡに対し、以下の計算式による価格設定を要請

【通常農家渡価格－ＪＡ管内戸配送運賃－奨励金Ａ円／袋】

４）アラジンの１０ｔ満車農家直送価格

全農試算では、国内同成分の高度化成２０ｋｇ袋の通常価格に比

べ、概ね３０％安が実現可能

５）１５年度実績

実施県数：１１県

取扱実績：１，６７４ｔ

（２）大口専業農家・農業生産法人対策

１）大口対策として、５％の価格値引き等を実施するＪＡに対して助

成を実施

２）平成１５年度は３７県４４４農協に対して助成を実施しており、

対象の農家・法人数は約６９千戸

（参考）農協の大口奨励措置の実施状況（実施農協の比率）

肥料７３％、農薬６３％、農業機械１８％、 飼料５１％、包装資材３０％

資料：全国農業協同組合中央会「ＪＡの活動に関する全国一斉調査結果報告書

（平成１５年３月 」）
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７ 新たな農業生産資材流通の動き

◆ 近年、肥料、農薬等を取り扱うホームセンターが増加しているほか、

店舗販売に加えインターネット販売の活用、輸入資材の積極的取扱い

等を特徴とする新たな農業資材スーパー的な販売店が参入する動き

○ 農業資材スーパー「Ｓ」の概要

＜経過＞

・フランチャイズ方式を主体に平成６年から店舗展開

・店舗数は、平成６年４店舗（茨城県）→平成１５年２９店舗（１５県）

２００５年度までに５０店舗、将来的には全国３００店舗を目標

売上高は、平成６年度１７億円→平成１３年度８４億円

＜特徴＞

・肥料、農薬、農業機械、園芸資材、包装資材、種苗、作業衣料等幅広く

農業関連商品を取扱（１万２千点）

・韓国最大の農業機械メーカーであるD社のトラクターを輸入販売 ＊（注）

・本部と店舗間のオンラインシステムで、本部が仕入れ管理、販売管理を

支援

・平成１３年にインターネットに電子取引サイトを立上げ

（注）「Ｓ」で販売されている韓国製トラクター(D社）は価格面では国産の６割程度の価

格であるが、性能・安全性等については未確認である。

、 （ ） 、なお 平成１４年度に全農等が実施した韓国製トラクター Ｋ社 の性能

安全性等の調査試験結果では、いくつかの問題点が見られた。
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